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１ 指標に見る福島県のいま

１



２ 福島県の現状

２

避難指示区域

避難者数の推移

（Ｊヴィレッジ）

製造品出荷額等の推移

観光客入込数の推移
（単位：千人）

※帰還困難区域は、県内７市町村に設定されています。



３ 福島県総合計画

３



４ 東日本大震災に伴うこれまでの予算措置

４



５ 当初予算額の推移

５※億円未満を四捨五入しているため、計と一致しないことがある。



６

６ 令和８年度一般会計当初予算の概要（歳入）

県 税

地方交付税等

国庫支出金

繰入金

◆ あらゆる主体と連携・共創し、誰もが活躍できる「福島ならでは」の県づくりに向け、「復興・再生」
と「地方創生」を一層推進するとともに、長引く物価高への対応に加え、防災力の強化や地球温暖化対
策、デジタル変革などを推進していく予算として編成。

歳 入

１兆２，８１８億円
１兆２，６０６億円

○ 県税収入については、賃金上昇や
堅調な経済動向を背景に県民税や
法人事業税などの増が見込まれる
一方、軽油引取税の暫定税率や
自動車税環境性能割の廃止の影響
などにより減少する見込み。

○ 実質的な地方交付税は増額。
（普交＋臨財債＋特交 ＋130億円）

○ 震災復興特別交付税は通常分と
は別枠で確保。 （△223億円）

○ 復興に係る公共事業の進捗等に
より減額となる見込み。

○ 帰還・移住当環境整備交付金
基金繰入金の減等により減額。

（対前年度当初△２１２億円 △１．７％）



７ 令和８年度一般会計当初予算の概要（歳出）

７

歳 出 義務的経費

投資的経費

その他経費

１兆２，６０６億円１兆２，８１８億円

○ 人件費 職員の定年引上げによ
る退職手当の増など

○ 扶助費 高等学校等就学支援金
事業の増など

○ 公共事業 第３期復興・創生期間
の初年度となり、調査
・設計業務が主となる
ことなどによる減

○ その他 被災地域農業復興総合
支援事業などの減

○ 補助費等 地方消費税清算金及び
交付金の増など

○ その他 公債管理特別会計への
繰出金の増など



７-１ ８つの重点プロジェクト

８

避難地域等復興加速化 輝く人づくり

人・きずなづくり 豊かなまちづくり

安全・安心な暮らし しごとづくり

○ 重点プロジェクト 483事業 3,09９億円

産業推進・なりわい再生 魅力発信・交流促進



８ 特別な財政措置

◆ 復興に係る主な基金の総積立額 ３兆１，９０９億円 （令和８年度末残高見込み ２，２４８億円）

◆ 原子力災害等復興基金を始め、復興に係る基金造成のための財源を措置
◆ 従来の国費負担の拡充とともに、事業実施状況に合わせて地方負担分を震災復興特別交付税で措置

（平成２３年度から）
◆ 震災復興特別交付税は通常の地方交付税総額とは別枠で確保（令和８年度も引き続き措置）

（２） 震災復興特別交付税の措置（２） 震災復興特別交付税の措置

（１） 基金造成の財源措置（１） 基金造成の財源措置

① 直轄・補助事業の地方負担分
② 補助対象とならない地方単独事業の負担分（単独災害復旧事業、自治法派遣職員経費、警察官増員経費、風評被害対策経費 等）
③ 地方税等の減収分（地方税法特例措置及び条例減免による減収額）

◆ 対象経費

◆ 本県措置状況

９

（単位：億円）

Ｒ８Ｒ７Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２Ｒ１Ｈ３０Ｈ２９Ｈ２８Ｈ２７Ｈ２６Ｈ２５Ｈ２４Ｈ２３区 分

９５２１８２３５１６１２４３１０６８６０９５１７９１７６８７４６６３９５４１４９０５８７６８０
①直轄・補助事業
の地方負担分

４６５１５１４８５１５５６３７０７５８０１０３１４３１３８９３２９７１４５
②地方単独事業
の負担分

２２１９１９３２３４３４４３４１４０４７５４７１７０７５３０３９
③地方税等の
減収分

１６４３５１３０６２４１３２９１９５９６６１，０６２９０６８９５９０３８５３７４９６５８９１４８６４計

※１）Ｈ２３年度からＲ７年度までは交付決定額、Ｒ８年度は当初予算額
※２）国の措置状況：２３年度１．６兆円、２４～２５年度０．７兆円、２６～２７年度０．６兆円、２８～２９年度０．５兆円、

３０～Ｒ２年度０．４兆円、３～８年度０．１兆円



344,740 342,176 404,004 355,551 285,389 295,744 272,714 276,429 
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使用料・手数料 地方譲与税 県税等
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９ 普通会計決算の状況（歳入）

◆令和７年度の歳入決算額は１兆２,５０８億円となり、対前年度５８９億円（４．９％）の増。

1,357,616
1,458,027

1,257,263 1,250,776
1,333,983

歳入決算額推移

1,509,038

百万円

1,344,288

1,191,873

（単位　百万円）

自主財源 依存財源

30年度 275,721 35,031 269,401 15,334 300,263 93,493 344,740 1,333,983 634,481 699,502

元年度 271,484 34,171 296,380 15,234 294,949 103,222 342,176 1,357,616 626,298 731,318

2年度 284,433 31,514 290,860 14,812 354,552 128,863 404,004 1,509,038 701,407 807,631

3年度 297,955 34,457 237,603 14,739 373,471 144,251 355,551 1,458,027 666,504 791,523

4年度 298,172 38,754 243,719 14,540 324,675 139,039 285,389 1,344,288 596,411 747,877

5年度 301,968 38,918 242,600 14,225 249,755 114,053 295,744 1,257,263 610,334 646,929

6年度 301,357 43,829 252,658 14,140 205,167 102,008 272,714 1,191,873 581,465 610,408

7年度 313,415 45,013 271,428 13,873 221,358 109,260 276,429 1,250,776 602,210 648,566

地方譲与税 地方交付税県税等 使用料・手数料 国庫支出金 県債 その他の収入 合計



603,315 583,689 676,928 674,434 631,319 593,847 563,876 592,180 

284,973 303,992 
352,449 330,581 297,801 249,542 221,570 244,911 

379,149 376,283 
375,588 392,478 

377,719 
380,909 367,059 363,544 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

その他の経費 投資的経費 義務的経費
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１０ 普通会計決算の状況（歳出）

◆令和７年度の歳出決算額は１兆２,００６億円となり、対前年度４８１億円（４.２％）の増。

百万円

1,263,964
1,397,493

1,306,839
1,200,635

1,267,437

歳出決算額推移

1,404,965

1,224,298
1,152,505

（単位　百万円）

合計

人件費 公債費 建設事業 補助費 投資等

30年度 379,149 253,988 109,110 284,973 250,505 603,315 311,848 82,693 1,267,437
元年度 376,283 247,967 108,204 303,992 267,975 583,689 300,298 86,719 1,263,964
2年度 375,588 246,971 108,982 352,449 295,259 676,928 394,003 137,646 1,404,965
3年度 392,478 248,224 124,616 330,581 286,899 674,434 390,087 112,918 1,397,493
4年度 377,719 243,602 109,375 297,801 279,454 631,319 316,769 115,447 1,306,839
5年度 380,909 230,379 129,468 249,542 234,597 593,847 297,363 120,637 1,224,298
6年度 367,059 248,698 97,726 221,570 210,840 563,876 287,520 105,059 1,152,505
7年度 363,544 245,095 96,509 244,911 239,347 592,180 289,867 117,646 1,200,635

義務的経費 投資的経費 その他の経費



１１ 公営企業会計決算の状況

◆ 県立５病院１診療所（ふくしま医療
センターこころの杜、宮下病院、南会
津病院、大野病院、ふたば医療センタ
ー附属病院、ふたば医療センター附
属ふたば復興診療所）の運営事業

県立病院事業

12

◆ ４処理区
（県北、県中、二本松、田村）

流域下水道事業

◆ 県立病院事業など３事業を実施。

◆ ４工業用水（磐城、勿来、小
名浜、相馬） の供給事業

工業用水道事業
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１２ 基金の状況

◆ 東日本大震災後は、復興基金を始めとする復興関連基金の創設に伴い、基金全体の残高は
大幅に増加したが、復興事業の進捗に伴い年々減少傾向にある。

※7年度までは決算ベース、8年度は9月補正後の額を記載。

※百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しないことがある。

百万円

※減債基金については主要基金のほか、満期一括償還方式県債の償還に備え、公債管理特別会計から積立て、特定目的基金として管理している1,650億円（8年度末残高見込み）がある。

基金の年度末残高の推移（普通会計ベース）



１３ 債務保証・損失補償の状況
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（単位　千円）

7年度末限度額 内　　　　　容

地方三公社 0

福島県土地開発公社 0 ・事業資金融資債務保証

福島県道路公社 0 ・事業資金融資債務保証

（福島県住宅供給公社） ― （平成２０年度末解散）

地方三公社以外の法人に係るもの 26,209,844

福島県農業振興公社 0 ・事業資金融資損失補償

福島県林業公社
※平成26年度より「ふくしま緑の
森づくり公社」に名称変更

25,419,844 ・事業資金融資損失補償

その他 790,000
・東日本大震災農業経営対策特別資金損失補償
・土地改良区財政基盤強化支援事業損失補償　など

11,979,000,000 ・共同発行債連帯債務

その他 31,080,615
・緊急経済対策資金（新型コロナウイルス対策特別資金）損失補償
など

12,036,290,459

債務保証・損失補償先

計

共同発行債に係るもの



１４ 各種財政指標（実質公債費比率）
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◆ 令和７年度は、令和６年度より０．１ポイント改善。（低い方から全国第２位）

◆ 償還年限の多様化などにより公債費の圧縮と平準化に努めており、比率は減少傾向にある。



１５ 各種財政指標（将来負担比率）
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◆ 令和７年度は、防災・減災に係る事業など、緊急に取り組むべき事業に県債を活用したことによる地方
債残高の増加などにより、令和６年度より３．９ポイント上昇するも、全国平均より２０．０ポイント低
い値となっている。（低い方から全国第１１位）
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福島県
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１６ 各種財政指標（財政力指数）
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◆ 令和７年度は、令和６年度より０．００７１２１ポイント下降。（高い方から全国第２１位）

※福島県調べ
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１７ 令和６年度一般会計等バランスシート



１８ 令和６年度一般会計等行政コスト計算書

19



１９ 行財政改革に向けた取組

20



１９ 行財政改革に向けた取組（続き）
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２０ 財政運営上の課題と今後の取組

22

今後の取組

◆ 復興のステージが進むにつれて生じる新たな課題等に柔軟に対応するとともに、国に対し本県の現状を丁寧に
説明しながら、着実に復興を進めるための財源確保に努める。

今後の取組

◆ 財政の健全性を確保しながら、各種県債・基金の有効活用に加え、業務執行方法の改善などによる内部管理
経費の節減や事業のｽｸﾗｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾋﾞﾙﾄﾞの徹底等により歳出の精査に努める。

◆新たな復興の基本方針において、令和８年度からの５年間は、今の５年間以上に力強く復興施策を推進していくための
財源を確保することが明記されるとともに、事業規模として、全体として１．９兆円、福島県分として１．６兆円程度とされた
ことから、復興を着実に推進するため、毎年度、具体的な施策を行うための予算を確実に確保していく必要がある。

今後の課題

復興・創生分

通常事業分

◆引き続き、県民に身近な行政サービスをきめ細かに提供するためには、健全な財政運営が重要であるとともに、頻発する
自然災害からの復旧や原油価格・物価高騰への対応、自然災害に対する防災力の強化など、広範かつ多額な財政需要へ
適時適切に対応するため、安定的な財源確保が必要となる。

今後の課題



２１ 県債残高の推移

23

（単位 億円）

◆ 令和元年度以降、災害復旧や防災・減災に係る事業など、緊急に取り組むべき事業に県債を活用した
ことにより、臨時財政対策債を除く県債残高が増加している。このような増加せざるを得ない県債に
ついても、地方交付税措置がある有利な県債を最大限活用し、将来負担の軽減を図っている。

16,505

12,029 12,153
12,618

12,964 13,346
13,536 13,723 13,930 14,138 14,344

14,573 14,583 14,590 14,817
15,332

15,799 16,093 16,248

※令和７年度までは決算ベース、令和８年度は９月補正予算後ベース （各年度には前年度からの繰越発行分含む）

県債残高の推移（一般会計＋公債管理特別会計）
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２２ 県債元利償還見込み

（注） ９年度以降の県債発行額は、８年度当初予算と同額として試算。
今後発行予定の「想定金利」は令和８年度政府予算要求基準を参考に、１０年債３．０％、５年債２．３％として試算。
「償還元金」は、借換債を除くほか、減債基金への元金積立額を含み、元金償還時の減債基金取崩額を除く実質的な償還負担額。

県債元利償還金の推移見込み（一般会計＋公債管理特別会計）

◆ 災害復旧や防災・減災に係る事業など、緊急に取り組むべき事業の実施により県債残高が増加したことに
伴い、元利償還金が増加する見込み。

◆ 今後とも、償還年限の多様化などにより公債費の圧縮と平準化を図り、計画的かつ円滑な償還を行う。

14年度13年度12年度11年度10年度9年度8年度
（当初予算）

7年度
（決算）

1,0451,0341,012984955867948887償還元金（借換債を除く）

39435331026421416613076償還利子

1,4391,3871,3221,2471,1691,0331,079963償還金合計(億円）
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【令和８年度の発行予定】

◆ 発 行 額 ： １００億円 ◆ 償還方法 ： 満期一括償還

◆ 発行時期 ： 令和８年１１月 ◆ 償還年限 :  １０年

東邦銀行（代表受託行・幹事）

みずほ銀行（副受託行・幹事）

福島銀行、大東銀行、

三井住友銀行、信金中央金庫、

福島信用金庫、二本松信用金庫、

郡山信用金庫、須賀川信用金庫、

白河信用金庫、会津信用金庫、

あぶくま信用金庫、ひまわり信用金庫

ＳＭＢＣ日興証券、大和証券、

野村證券、みずほ証券、

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、

東海東京証券、岡三証券、しんきん証券、

丸三証券、ＳＢＩ証券、バークレイズ証券

２３ 福島県市場公募地方債の発行について

銀行等(14行) 証券会社(11社)

引受シンジケート団

※今後の資金需要により更なる市場公募地方債の発行も検討しております。（令和9年2月、100億円発行予定）
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◇ 本資料に掲載している情報は、修正される場合があります。

福島県 総務部 財政課

〒960-8670  福島市杉妻町２番16号
TEL:024-521-7029 FAX:024-521-7910

福島県 http://www.pref.fukushima.lg.jp/

財政課 http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01115b/
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